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p. 13 in Juan Pablo Cardenal et al., 2017, Sharp Power: Rising Authoritarian Inﬂuence, 






















従来のネオリベラル制度論 (neoliberal institutionalism) の仮説によれば
と、国同士は交流を通して理解を深め、関係はますます平和になるはずで
ある。このような考え方は政治哲学において、最初は「経済貿易平和論」
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 3 
圖：三角貿易変化分析：台湾で注文を受けて海外で生産する割合（％）、1999年~2017年
出典：下記より計算し製表した。
経済部統計處「輸出注文調査」
https://www.moea.gov.tw/Mns/dos/content/Content.aspx?menu_id=6805
経済部「中華民国 （）年輸出注文海外生産実態調査」
https://www.moea.gov.tw/Mns/dos/bulletin/Bulletin.aspx?kind=27&html=1&menu_id=16958&bull
_id=5255 
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七、中国政府が蔡英文政権に実施している攻撃
　中国の台湾に対する戦略上の最終目標は台湾併合であるため、その行動
は根本的にはどの政党の政権に対しても変わらない。しかし中国は台湾の
各政権の特徴、そして各野党の特徴によって、その戦術や手段を調整する。
基本的に、中国は藍陣営政党（国民党、新党、親民党）を信頼し、緑陣営
政党（民進党、台湾団結連盟、時代力量）を信用しない。現在与党は民進
党なので、中国が実施したのは一方主義（Unilateralism）、圧迫政策と、
封じ込め政策である。それらは主に以下のようなものである。
　1．軍事的脅威と外交的封鎖を同時に行い、国際的企業に台湾の名称を
改めさせる。（象徴的主権戦争）
　2．台湾の NGO スタッフ・李明哲を逮捕し、「顛覆国家政権罪」に問い、
台湾の民主運動者を脅かす。
　3．「恵台31条」（台湾優遇31箇条）を発表し、「ビジネス方式で統一戦争
をする」といった基本作戦は変わらないままである。
　4．青年政策を強化する。就学、就職、創業、人材招致などで台湾の若
者を更に優遇して、「模範的な台湾人像」を構築して宣伝する (8)。
八、結論
　第一、経済貿易関係の依存度は、確かに中国の影響力と正の相関関係と
なっている。しかし中国の各国への影響手段にはそれぞれ違いがあり、作
用の強さにも違いがある。中国の対外政策は飴と鞭を併用して、多方面か
ら切り込んでいる。ハード・パワー、ソフト・パワー、シャープ・パワー
を同時に運用しているのである。
　第二、最も中国のシャープ・パワーに蝕まれるのは、西洋の歴史のある
民主国家、特に人口規模の小さい国、例えばニュージーランドやオースト
ラリアなど。
　第三、中国の台湾への戦略上の最終目標は台湾併合（annexation）で
(8) 「國台辦：兩岸進入制度和人才之爭時代」，聯合新聞網，2018/5/31 https://www.udn.com/
news/story/7331/3171803
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中国のシャープパワーと、台湾・中国における地政学と経済関係の変化
あるため、台湾の自由や民主への侵食はこの最終目標の副作用と見ていい
だろう。
　第四、作用と反作用の法則。中国要素が台湾で成功する際には、市民社
会の大規模な抵抗運動も引き起こす。
　第五、中国は現在、台湾への買収政策を強化している。特に青年政策に
力を入れている。近年「台湾人アイデンティティー」はやや下落する傾向
があり、若年層の「台湾独立支持率」もやや落ちてきている。このことが
中国の青年政策と関連しているかは、引き続き注視したい。
（翻訳：張文聰、永井真平）
